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第３章 農業構造 

１ 担い手の動向 

 

(1) 農業経営体の動向 

ア 農業経営体数と就業構造 

（個人経営体が大宗を占める本道の農業経営体） 

 令和６年（2024年）の本道の農業経営体は３万1,200経営体で、前年に比べ1,100経営体

（3.4％）減少しました。このうち法人化せずに世帯で事業を行う個人経営体は２万6,600経営

体で、前年に比べ1,000経営体（3.6％）減少しましたが、農業経営体数の85.3％と、本道の農

業経営体の大宗を占めています。法人経営体や農作業の受託組織等を含む団体経営体は4,600

経営体で、農業経営体の14.7％と、前年に比べ0.1ポイント増加しました。 

 また、個人経営体のうち主業経営体は１万9,800経営体で、前年に比べ800経営体（3.9％）

減少、準主業経営体は1,000経営体で、前年に比べ300経営体（42.9％）増加し、副業的経営体

は5,800経営体で、前年に比べ400経営体（6.5％）減少しました。 

 

図表3-1-1 農業経営体数の推移（北海道） 

（単位：経営体、％） 

区分 農業経営体 個人経営体 
 

団体経営体 
 

主業経営体 準主業経営体 副業的経営体 法人経営体 

R5年 
 32,300 27,600 20,600 700 6,200 4,700 4,400 

 構成比 85.4 74.6 2.5 22.5 14.6 93.6 

6 
 31,200 26,600 19,800 1,000 5,800 4,600 4,300 

構成比 85.3 74.4 3.8 21.8 14.7 93.5 

増減率 

(R6/R5) 
▲3.4 ▲3.6 ▲3.9 42.9 ▲6.5 ▲2.1 ▲2.3 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在） 

  注：統計表の数値については、集計値の原数を四捨五入しており、合計値と内訳の計が一致しないため、構成比が100と

ならない。 

 

（経営規模の大きい農業経営体が増加） 

 経営耕地面積規模別の農業経営体数の推移をみると、50ha以上では平成22年（2010年）の

5,599経営体から令和６年（2024年）は6,900経営体となり、特に、100ha以上では平成22年

（2010年）の907経営体が令和６年（2024年）では2,100経営体となるなど、全体の農業経営体 

数が減少する中、経営規模の大きい農業経営体の割合が増加しています。 



１ 担い手の動向--- 31 

                 

図表3-1-2 経営耕地面積規模別経営体数の推移（北海道） 

 

 
 

（進む農業従事者の高齢化）  

 令和６年（2024年）の個人経営体の基幹的農業従事者数は６万5,200人で、前年に比べ2,400

人（3.6％）減少しました。 

 年齢階層別にみると、65歳以上が全体に占める割合は48.3％で、前年に比べ7.5ポイント増

加し、都府県の73.2％を下回っていますが、依然として高い水準となっています。 

 

図表3-1-3  基幹的農業従事者数（個人経営体）の年齢別構成比の推移（北海道） 

                                                                             （単位：人、％） 

区 分 計 39歳以下 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 

R5年 67,600 
9,400 10,600 12,100 7,900 27,600 

(13.9) (15.7) (17.9) (11.7) (40.8) 

6 65,200 
7,500 8,600 10,500 7,000 31,500 

(11.5) (13.2) (16.1) (10.7) (48.3) 

増減率 

（R6/R5） 
▲3.6 ▲20.2 ▲18.9 ▲13.2 ▲11.4 14.1 

都府県 

R6年 
1,048,800 

42,900 66,300 88,000 84,200 767,400 

(4.1) (6.3) (8.4) (8.0) (73.2) 

 資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在） 

注：統計表の数値については、集計値の原数を四捨五入しており、合計値と内訳の計が一致しないため、構成比が100と 

ならない。  
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資料：農林水産省「世界農林業センサス」、「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
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イ 認定農業者 

（農業経営体の８割以上となる認定農業者） 

 認定農業者制度は、農業者が自らの創意工夫に基づき、経営を改善するために作成した「農

業経営改善計画（５年後の経営目標）」を市町村等が認定するもので、認定を受けた農業者

は、経営所得安定対策の支援対象となるほか、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）の低

利融資、税制上の特例措置（農業経営基盤強化準備金）、農業者年金の保険料支援などの支援

措置の対象となります。 

 令和６年（2024年）の認定農業者数は２万6,973経営体で、離農などによって、前年に比べ

526経営体（1.9％）減少しましたが、農業経営体数に対する認定農業者の割合は86.5％で、前

年に比べ1.4ポイント増加しています。 

また、認定農業者数のうち法人経営体の数は3,956経営体で、前年に比べ68経営体 

（1.7％）増加し、近年増加傾向で推移しています。 

 

図表3-1-4 認定農業者数の推移（北海道） 

 

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」、北海道農政部調べ 
注：１）農業経営体数は各年２月１日現在、認定農業者数は各年３月末現在。 

２）（ ）は、農業経営体数に対する認定農業者数の割合。
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ウ 農業法人 

（年々増加する農地所有適格法人） 

 農業経営の法人化は、経営の高度化や安定的な雇用の確保、円滑な経営継承など持続的な

経営の発展が期待されるとともに、複数の経営体が経営を統合した大型の法人経営体では、地

域内の農作業の受託や離農者の農地の集積のほか、就農希望者の研修受入れや就農支援など、

公益的な機能を発揮する事例も出てきています。 

 こうした中、農地を所有して農業を営む農地所有適格法人は年々増加しており、令和６年

（2024年）は4,122経営体で、前年に比べ77経営体（1.9％）増加しました。 

また、経営規模別にみると、経営規模30ha以上が全体に占める割合が高まっており、令和６

年（2024年）では30haから99haまでが1,661経営体で、前年に比べ31経営体（1.9％）増加、

100ha以上にあっては783経営体で、前年に比べ29経営体（3.7％）増加しています。 

                                                                                                                                                                            

図表3-1-5 農地所有適格法人数の推移（北海道）

 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
 注：「農地法の施行状況等に関する調査」では、調査時点において一時休業している法人も含んでいる。 
 
図表3-1-6  経営規模別の農地所有適格法人数及び平均経営規模（北海道） 

区  分 
 法 人 数（構成比） 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6 

10ha未満 
479 569 602   680 708 715 732 733 

(22.0%) (21.5%) (19.8%) (18.3%) (18.5%) (18.4%) (18.1%) （17.8%） 

10～29ha 
774 810 834 921 902 923 929 945 

(35.5%) (30.6%) (27.4%) (24.8%) (23.6%) (23.7%) (23.0%) （22.9％） 

30～99ha 
695 929 1,143 1,446 1,529 1,545 1,630 1,661 

(31.8%) (35.2%) (37.5%) (38.9) (39.9%) (39.7%) (40.3%) （40.3％） 

100ha以上 
234 334 466 669 691 706 754 783 

(10.7%) (12.7%) (15.3%) (18.0%) (18.0%) (18.2%) (18.6%) （19.0％） 

合  計 2,182 2,642 3,045 3,716 3,830 3,889 4,045 4,122 

平均 

経営規模 
39.6ha 45.7ha 54.7ha 67.7ha 69.9ha 70.7ha 77.0ha 74.8ha 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
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一方、農産物の加工・販売や農作業の受託などの関連事業に取り組む農地所有適格法人は、

令和６年（2024年）で938経営体で、全体の約２割を占めています。 

 

図表3-1-7  農業関連事業に取り組む農地所有適格法人数（北海道） 

区     分 
法 人 数（構成比） 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6 

農地所有適格法人数 2,182 2,642 3,045 3,716 3,830 3,889 4,045 4,122 

うち関連事業を実施する法人数 
335 426 607 918 824 905 898 938 

(15.4%) (16.1%) (19.9%) (24.7%) (21.5%) (23.3%) (22.2%) (22.8%) 

 

農 畜 産 物 の 加 工 製 造 137 198 381 558 418 469 411 421 

農 畜 産 物 の 貯 蔵 ・ 運 搬 ・ 販 売 109 173 360 577 467 367 484 463 

農 業 生 産 資 材 の 製 造 37 58 85 118 48 72 50 46 

農 作 業 の 受 託 155 161 159 333 355 286 399 421 

農 村 滞 在 型 余 暇 活 動 － 34 34 47 35 35 35 40 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
 注：１経営体が２以上の事業に取り組んでいる場合もあるため、事業ごとの法人数の合計は、「関連事業を実施する法人 

数」と一致しない。 

 

（法人化・経営継承をサポートする農業経営相談所を設置） 

 公益財団法人北海道農業公社（以下「北海道農業公社」という。）では、農業経営の法人化

や経営継承を推進するため、農業経営相談所を設置し、専任職員が農業経営者からの相談に対

応するとともに、税理士等の専門家による指導・助言を行っています。また、地域において農

業経営セミナーや個別相談会を開催し、農業経営者へのサポートに取り組んでいます。 
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エ 新規就農者 

（農家出身者が大きく減少） 

平成22年（2010年）以降、新規就農者数は減少傾向で推移しており、令和５年（2023年）は

407人で、過去最低となった前年より３人（0.7％）減少しました。 

このうち、農家出身で学校卒業後や研修後に就農した「新規学卒就農者」は123人、農家出

身で他産業に従事した後に就農した「Ｕターン就農者」は159人、自ら農地を取得するなどし

て新たに農業経営を開始した「新規参入者」は125人となっており、農家出身者が全体の約７

割を占めています。 

近年は、他産業の雇用情勢の持ち直しなどにより、特に農家出身者の新規就農者が大きく減

少しています。 

 

図表 3-1-8 新規就農者数の推移（北海道） 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

   注：新規就農者数は、新規学卒就農者、Ｕターン就農者、新規参入者の合計。 

 令和５年（2023年）の新規就農者を経営形態別にみると、畑作が32.4％、稲作が21.1％、酪

農が18.4％、野菜が18.4％となっています。これを新規参入者に限ってみると、比較的小規模

からでも経営開始が可能な野菜の割合が40.0％と最も多く、次いで酪農が23.2％、果樹が

9.6％となっています。また、新規参入者の54.4％が道内出身者となっています。 

 就農時の年齢は、新規参入者の53.6％が30歳代以下、89.6％が40歳代以下で、Ｕターン就農

者では88.1％が30歳代以下、98.8％が45歳以下となっており、いずれも若い年齢層が中心とな

っています。 

 農業従事者の減少と高齢化が進行する中、本道農業・農村の持続的な発展のためには、新規

就農者の確保・定着を図り、次世代の農業者を始め多様な担い手が活躍できる農業・農村を築

いていくことが重要となっています。  
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一方、農産物の加工・販売や農作業の受託などの関連事業に取り組む農地所有適格法人は、

令和６年（2024年）で938経営体で、全体の約２割を占めています。 

 

図表3-1-7  農業関連事業に取り組む農地所有適格法人数（北海道） 

区     分 
法 人 数（構成比） 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6 

農地所有適格法人数 2,182 2,642 3,045 3,716 3,830 3,889 4,045 4,122 

うち関連事業を実施する法人数 
335 426 607 918 824 905 898 938 

(15.4%) (16.1%) (19.9%) (24.7%) (21.5%) (23.3%) (22.2%) (22.8%) 

 

農 畜 産 物 の 加 工 製 造 137 198 381 558 418 469 411 421 

農 畜 産 物 の 貯 蔵 ・ 運 搬 ・ 販 売 109 173 360 577 467 367 484 463 

農 業 生 産 資 材 の 製 造 37 58 85 118 48 72 50 46 

農 作 業 の 受 託 155 161 159 333 355 286 399 421 

農 村 滞 在 型 余 暇 活 動 － 34 34 47 35 35 35 40 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
 注：１経営体が２以上の事業に取り組んでいる場合もあるため、事業ごとの法人数の合計は、「関連事業を実施する法人 

数」と一致しない。 

 

（法人化・経営継承をサポートする農業経営相談所を設置） 

 公益財団法人北海道農業公社（以下「北海道農業公社」という。）では、農業経営の法人化

や経営継承を推進するため、農業経営相談所を設置し、専任職員が農業経営者からの相談に対

応するとともに、税理士等の専門家による指導・助言を行っています。また、地域において農

業経営セミナーや個別相談会を開催し、農業経営者へのサポートに取り組んでいます。 
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図表3-1-9 経営形態別新規就農者数（北海道） 

（単位：上段 人、下段 ％） 

区  分 稲作 畑作 酪農 肉牛 野菜 花き 養鶏 養豚 果樹 軽種馬 その他 合計 

R5年 
86 132 75 14 75 5 0 0 12 1 7 407 

21.1 32.4 18.4 3.4 18.4 1.2 0.0 0.0 2.9 0.2 1.7 100.0 

 

新規学卒 ① 
24 62 24 1 12 0 0 0 0 0 0 123 

19.5 50.4 19.5 0.8 9.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 

Ｕターン ② 
57 62 22 3 13 1 0 0 0 0 1 159 

35.8 39.0 13.8 1.9 12.1 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 100.0 

①＋② 
（農家出身者） 

81 124 46 4 25 1 0 0 0 0 1 282 

28.7 44.0 16.3 1.4 8.9 0.35 0.0 0.0 0.0 0.0 0.35 100.0 

新規参入 
5 8 29 10 50 4 0 0 12 1 6 125 

4.0 6.4 23.2 8.0 40.0 5.3 0.0 0.0 9.6 0.8 4.8 100.0 

R4年 
76 141 65 17 88 2 0 0 10 1 10 410 

18.5 34.4 15.9 4.1 21.5 0.5 0.0 0.0 2.4 0.2 2.4 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 

図表3-1-10 出身地別の新規参入者数（北海道） 

                              （単位：上段 人、下段 ％） 

区  分 北海道 東 北 北 陸 関 東 東 海 近 畿 中 国 四 国 九 州 他・不明 合 計 

S45年からR5年までの 

累計 

1,537 91 33 539 135 302 61 23 80 172 2,973 

51.6 3 1.1 18.1 4.5 10.1 2 0.7 2.6 5.7 100 

R5年 
68  4 1  22 5 3 4 1  4 13 125 

54.4 3.2 0.8 17.6 4.0 2.4 3.2 0.8 3.2 10.4 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 

図表3-1-11 就農時年齢別の新規参入者数（北海道） 

                               （単位：上段 人、下段 ％） 

区 分 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不 明 合 計 

S45年からR5年までの

累計 

622  1,242  701  245  94  69  2,973 

20.9  41,7  23.5  8.2  3.1  2.3  100.0 

R5年 
21  46 45 6 5  2 125 

16.8  36.8 36.0 4.8 4.0 1.6 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 

図表3-1-12 就農時年齢別のＵターン就農者数（北海道） 

                                     （単位：上段 人、下段 ％） 

区 分 34歳以下 35～39 40～45 46歳以上 不 明 合 計 

H6年からR5年までの 

累計 

5,586 719 360 156 28 6,849 

81.6 10.5 5.3 2.3 0.3 100.0 

R5年 
96 44 17 2 0 159 

60.4 27.7 10.7 1.2 0 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 
 注：Ｕターン就農者の人数は平成６年（1994年）から調査項目に追加。 
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（就農希望者を支援する担い手育成センター） 

 北海道農業公社に設置されている北海道農業担い手育成センターは、道や市町村（地域担い

手育成センター）、農業関係団体と連携の下、意欲と能力を備えた担い手の育成・確保に向け

総合的に支援を行っています。 

 就農希望者が本道での新規就農を検討する際の手掛かりとなるよう、北海道農業担い手育成

センターでは「北海道de農業をはじめるサイト」を開設し、就農までのステップや農業研修生

を受け入れる市町村の情報などを発信しています。 

また、新規就農フェアを開催しているほか、道外で開催される新規就農フェアに出展ブース

を設け、地域担い手育成センターと連携して新規就農者の確保に取り組むとともに、相談窓口

を常設し、就農コーディネーターが就農希望者の相談に応じ、研修先に関する情報提供やあっ

せんを行っています。 

このほか、研修生の事故発生時における傷害補償など、地域での受入促進と環境整備に向け

たきめ細かな支援を行っています。 

 地域担い手育成センターでは、研修生や研修生を受け入れ指導する農業者に対する支援のほ

か、農業体験のための宿泊・実習施設の整備や滞在経費への助成など独自の取組を行っていま

す。 

 

図表3-1-13 北海道農業公社担い手育成センターへの相談状況（新規就農相談、農業体験実習相談等） 

                         （単位：人） 

年度 道内 道外    計 うち女性 

R1 307 350 657  166 

2 305 239 544  140 

3 226 291 517  132 

4 281 306 587  162 

5 238 237 475  142 

資料：北海道農業公社調べ 
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図表3-1-9 経営形態別新規就農者数（北海道） 
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資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 
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16.8  36.8 36.0 4.8 4.0 1.6 100.0 
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図表3-1-12 就農時年齢別のＵターン就農者数（北海道） 

                                     （単位：上段 人、下段 ％） 

区 分 34歳以下 35～39 40～45 46歳以上 不 明 合 計 

H6年からR5年までの 

累計 

5,586 719 360 156 28 6,849 

81.6 10.5 5.3 2.3 0.3 100.0 

R5年 
96 44 17 2 0 159 

60.4 27.7 10.7 1.2 0 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 
 注：Ｕターン就農者の人数は平成６年（1994年）から調査項目に追加。 
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 ～ 新規就農者ネットワーク（日高） ～ 

近年、気候変動や生産資材費の高止まりなどの厳しい農業情勢を背景として営農の継続

が困難となり、新規就農者が離農する事例もあり、その定着が喫緊の課題となっていま

す。 

令和６年度（2024年度）、日高振興局では、就農１年目から５年目までの新規就農者を

対象とし、農業者同士の情報交換や課題認識及び解決策の共有などを目的としたネットワ

ークの構築を目指して、管内２か所で「新規就農者ネットワーク キックオフミーティン

グ」を開催し、新規就農者30人をはじめ、関係機関なども含めると合計47名の参加があり

ました。 

[開催概要] 

〇月日：令和６年（2024年）12月３日 

 場所：日高生産連ビル３階会議室（新ひだか町） 

〇月日：令和６年（2024年）12月20日 

 場所：門別町農協会議室（日高町） 

キックオフミーティングでは、ＧＡＰを活用した経営 

改善や指導農業士による講演、新規就農者同士による意 

見交換を行いました。 

意見交換では、「新規就農の人たちの意見交換の場が 

定期的にあってもいい」や「営農をスタートするのにお 

いて様々な情報を得られる」などといった意見がありま 

した。 

今回の意見交換での新規就農者からの意見を参考としながら、今後の開催について検討

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

キックオフミーティングの様子 
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（農業の担い手を育成する農業大学校） 

 道立農業大学校では、農業・農村の発展を支える優れた人材を育成・確保するため、養成課

程、研究課程及び研修部門を設置し、農業経営に必要な知識・技術の習得を目的とした実践的

な研修教育を行っています。 

 養成課程では、１年次は教養や専門科目、農業簿記など経営管理の授業のほか、農場や牛舎

での実習を行い、２年次にはそれまでに得た知識や経験を活かして、各自がそれぞれの課題に

対応した研究活動のプロジェクトに取り組みます。 

養成課程卒業後の進路となる研究課程では、各自の研究テーマに応じた高度な経営管理能力

や技術のほか、食品の加工から販売、マーケティング等の知識・技術の習得に取り組みます。 

 また、研修部門では、拓殖短大での水田実習を中心とした稲作経営専攻コースにおいて養成

課程と同等の教育を行っているほか、若手農業者や新規参入者等が栽培技術や経営管理を学ぶ

一般研修と、農業機械の基本操作や作業免許の取得が可能な農業機械研修を実施しています。 

 

図表3-1-14 農業大学校の学科及び研修 
 

課程・部門 学   科 コース・専攻 定員 修業年限 

養 成 課 程 
畜産経営学科 
畑作園芸経営学科 

乳牛・肉牛 
畑作・野菜 

60人 ２年 

研 究 課 程 農業経営研究科 
畜産専攻 
畑作専攻 

10人 ２年 

研 修 部 門 

 稲作経営専攻コース 
（拓殖短大での実習が中心） 

稲作 10人 ２年 

一 般 研 修 

・新規参入者研修（研修生コース） 

・農業経営者育成研修 

（栽培経営基礎コース・農業経営分析コース） 
・農業簿記通信講座 

農業機械研修 

・農業機械研修 

（トラクター基本操作・スキルアップ・プラン

ニング） 

・技能講習 

（フォークリフト運転、車両系建設機械（整地

等）運転、玉掛け、小型移動式クレーン運転、

ガス溶接・アーク溶接） 

 
 
 稲作経営コースを含む農業大学校の卒業生は、多くが道内各地で地域の中核的な農業の担い

手として活躍しており、令和６年度（2024年度）は、全体の59％が卒業後直ちに就農したほ

か、研究課程への進学や農業系４年制大学への編入後の就農見込み等を含めると、74％が就農

する見通しとなっています。  
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キックオフミーティングの様子 
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図表3-1-15 農業大学校の進路状況 

（単位：人） 

区   分 R1年度 2 3 4 5 6 

ア 卒業者総数 65 76 59 64 61 58 

 

イ 就 農 44 57 37 41 36 34 

ウ 継続研修 1 1 0 0 0 0 

エ 進 学 7 6 9 10 7 9 

オ 農業関連 12 9 13 10 15 14 

 
農業協同組合 6 1 3 2 6 1 

農業団体・企業 6 8 9 8 9 13 

カ 農業関連以外 2 3 1 3 3 1 

即時就農率（％） イ／ア×100 66.2  75.0  62.7  64.1  59.0  58.6 

就農率（％） 

   （イ＋ウ＋エ）／ア×100 
78.5  84.2  78.0  79.7  70.5  74.1 

資料：北海道農政部「道立農業大学校の概要」 

 

  



１ 担い手の動向--- 41 

～ 北海道農業ってすごい！未来を担う人材育成へ 

（オホーツク） ～ 
  

オホーツク総合振興局では、北海道農業への理解の向上と本道農業の未来を支える担い

手の意識啓発を図ることを目的に、令和７年（2025年）１月に北海道美幌高等学校と北海

道大空高等学校で「未来を担う北海道農業出前講座」をそれぞれのテーマで管外の生産者

を講師に招聘し開催しました。 

○ 北海道美幌高等学校「北海道農業者の新たな挑戦」 

 未来農業科１、２年生と生産環境科学科・地域資源応用 

科の３年生と学校関係者75名が出席し、釧路市の酪農家、 

芽室町の畑作農家が、就農の経緯や経営の工夫、これから 

の農業の可能性について講演し、就農に向けてのエールを 

送りました。参加した生徒からは「挑戦することの大切さ 

を知ることができた」などの感想がありました。 

○ 北海道大空高等学校「北海道産花きの魅力」 

 総合学科２年生と学校関係者15名が出席し、深川市の花 

き生産者が、就農の経緯や「道産は色の良さと花持ちの良 

さで評価が高い」といった北海道産花きの強みなどについ 

て講演しました。また、花きを使用したフラワーアレンジ 

メント体験も実施し、コサージュ作りに挑戦しながら、花 

きの活用や保存方法についても学びました。 

生徒からは「すごく花に対する熱意が伝わってきた」など 

の感想がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

美幌高等学校の講演 

大空高等学校でのフラワー 

アレンジメント体験 
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図表3-1-15 農業大学校の進路状況 

（単位：人） 

区   分 R1年度 2 3 4 5 6 

ア 卒業者総数 65 76 59 64 61 58 

 

イ 就 農 44 57 37 41 36 34 

ウ 継続研修 1 1 0 0 0 0 

エ 進 学 7 6 9 10 7 9 

オ 農業関連 12 9 13 10 15 14 

 
農業協同組合 6 1 3 2 6 1 

農業団体・企業 6 8 9 8 9 13 

カ 農業関連以外 2 3 1 3 3 1 

即時就農率（％） イ／ア×100 66.2  75.0  62.7  64.1  59.0  58.6 

就農率（％） 

   （イ＋ウ＋エ）／ア×100 
78.5  84.2  78.0  79.7  70.5  74.1 

資料：北海道農政部「道立農業大学校の概要」 
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オ 女性農業者 

（農業従事者の半数を占める女性農業者） 

 本道の農業従事者のうち約半数が女性となっており、女性農業者は、農業生産や経営の担い

手としてのみならず、農産物の加工・販売や消費者との交流など、様々な場面で大きな役割を

担っています。 

 

図表3-1-16 年齢別農業従事者数（個人経営体）（北海道・令和６年（2024年）） 

                                         （単位：人） 

区 分 39歳以下 40～64歳 65歳以上 計 

男女計 9,400 27,800 31,800 69,000 

男 6,100 14,600 17,600 38,300 

女 3,300 13,200 14,200 30,700 

比率 35.1% 47.5% 44.7% 44.5% 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」(令和６年（2024年）２月１日現在) 

 

 女性の農業経営や地域社会への積極的な参画を推進するためには、家族内での十分な話合い

に基づき、経営方針や役割分担、就業条件、就業環境等を取り決める「家族経営協定」を締結

し、実行することが効果的ですが、道内の家族経営協定の締結数は令和６年（2024年）３月末

時点で5,234件となっており、主業経営体19,800経営体に対し26.4％に留まっていることか

ら、取組の強化が必要となっています。 

 

図表3-1-17 家族経営協定の締結状況（北海道） 

                                                               （単位：経営体、件） 

区 分 H17年 30 31 R2 3 4 5 6 

主業経営体数 38,201 26,100 24,900 21,910 22,100 21,300 20,600 19,800 

家族経営協定締結数 4,220 5,862 5,770 5,677 5,333 5,314 5,351 5,234 

比 率 11.0%  22.5%  23.1%  25.9%  24.1%  24.9%  26.0%  26.4% 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在）、北海道農政部「家族経営協定実態調査」（各年３月末現在） 

 

（女性農業者等が活躍できる環境づくりを推進） 

男女の役割について固定的な意識が強く残っている地域では、女性が意欲や能力、特性を発

揮しにくいことから、男女に関わらず誰もが働きやすく、生き生きと活躍できる環境づくりを

進めることが重要です。 

 道や農業団体は、それぞれ女性の指導農業士・農業士や農業委員、農業協同組合の役員の登

用数などの目標を設定するとともに、その達成に向けて連携して取り組んでおり、令和５年度

（2023年度）において、女性の農業士は前年と同数の68人ですが、指導農業士は76人、全道

170農業委員会の女性農業委員は229人、全道98農業協同組合の女性役員は33人となっており、

それぞれ前年と比べて増加しています。 

道では、農業・農村の活性化につながる女性の経営・社会参画を促進するため、女性農業者

を対象とした経営管理や生産技術等の研修を実施するとともに、女性の指導農業士・農業士の

認定推進に向けて、若い世代の女性農業者のネットワーク強化やグループ活動の活性化など、

女性農業者が活躍できる環境づくりに取り組んでいます。 
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 また、地域における女性・高齢者活動を促進するため、農業経営の改善や起業、農村生活の

充実、地域の振興などに積極的に取り組んでいる女性農業者や高齢者の活動を表彰し、その活

動を広く紹介する「女性・高齢者チャレンジ活動表彰」を実施しています。 

 

図表3-1-18 農業委員会及び農協における女性委員及び役員数 

（単位：組織数、人） 

区 分 

農業委 

員会数 

農 業 

委員数 

   

農業協

同組合

数 

役員数   

うち女性委員数 うち女性役員数 

a b b/a c d d/c 

北海道 
R4 170 2,279 191 8.4% 99 1,471 29 2.0% 

R5 170 2,262 229 10.1% 98 1,454 33 2.3% 

全 国 
R4 1,697 23,106 2,894 12.5% 547 14,478 1,415 9.8% 

R5 1,696 23,051 3,247 14.1% 529 13,886 1,479 10.7% 

資料：農林水産省「農業委員会及び農協の女性登用の促進に関する状況」（３月末） 

 

図表3-1-19 令和６年度（2024年度）女性・高齢者チャレンジ活動表彰受賞者 

区分 市町村 グループ又は個人名 活動の種類 

最優秀賞 芽室町 鈴木 由加 起業活動 

  優秀賞 名寄市 すみれの会 経営参画 

  奨励賞 旭川市 柿木 和惠 地域社会参画 
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オ 女性農業者 

（農業従事者の半数を占める女性農業者） 

 本道の農業従事者のうち約半数が女性となっており、女性農業者は、農業生産や経営の担い

手としてのみならず、農産物の加工・販売や消費者との交流など、様々な場面で大きな役割を

担っています。 

 

図表3-1-16 年齢別農業従事者数（個人経営体）（北海道・令和６年（2024年）） 

                                         （単位：人） 

区 分 39歳以下 40～64歳 65歳以上 計 

男女計 9,400 27,800 31,800 69,000 

男 6,100 14,600 17,600 38,300 

女 3,300 13,200 14,200 30,700 

比率 35.1% 47.5% 44.7% 44.5% 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」(令和６年（2024年）２月１日現在) 

 

 女性の農業経営や地域社会への積極的な参画を推進するためには、家族内での十分な話合い

に基づき、経営方針や役割分担、就業条件、就業環境等を取り決める「家族経営協定」を締結

し、実行することが効果的ですが、道内の家族経営協定の締結数は令和６年（2024年）３月末

時点で5,234件となっており、主業経営体19,800経営体に対し26.4％に留まっていることか

ら、取組の強化が必要となっています。 

 

図表3-1-17 家族経営協定の締結状況（北海道） 

                                                               （単位：経営体、件） 

区 分 H17年 30 31 R2 3 4 5 6 

主業経営体数 38,201 26,100 24,900 21,910 22,100 21,300 20,600 19,800 

家族経営協定締結数 4,220 5,862 5,770 5,677 5,333 5,314 5,351 5,234 

比 率 11.0%  22.5%  23.1%  25.9%  24.1%  24.9%  26.0%  26.4% 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在）、北海道農政部「家族経営協定実態調査」（各年３月末現在） 

 

（女性農業者等が活躍できる環境づくりを推進） 

男女の役割について固定的な意識が強く残っている地域では、女性が意欲や能力、特性を発

揮しにくいことから、男女に関わらず誰もが働きやすく、生き生きと活躍できる環境づくりを

進めることが重要です。 

 道や農業団体は、それぞれ女性の指導農業士・農業士や農業委員、農業協同組合の役員の登

用数などの目標を設定するとともに、その達成に向けて連携して取り組んでおり、令和５年度

（2023年度）において、女性の農業士は前年と同数の68人ですが、指導農業士は76人、全道

170農業委員会の女性農業委員は229人、全道98農業協同組合の女性役員は33人となっており、

それぞれ前年と比べて増加しています。 

道では、農業・農村の活性化につながる女性の経営・社会参画を促進するため、女性農業者

を対象とした経営管理や生産技術等の研修を実施するとともに、女性の指導農業士・農業士の

認定推進に向けて、若い世代の女性農業者のネットワーク強化やグループ活動の活性化など、

女性農業者が活躍できる環境づくりに取り組んでいます。 
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 ～ 北海道指導農業士協会が創立50周年を迎える！ ～ 

道では、優れた経営実績を有し、かつ、担い手の育成に強い熱意と指導性があり、地

域のリーダーとしても活躍が期待される農業者を、昭和46年（1971年）から「北海道指

導農業士」として知事が認定しており、令和６年（2024年）12月末で1,258名が認定され

ています。 

北海道指導農業士協会は、指導農業士全員が所属し、研修会を開催して会員の指導力

等の向上に努めるとともに、関係機関・団体との意見交換を通じて、各種の農業施策に

助言を行うなど北海道農業の発展に大きく寄与しており、令和７年（2025年）１月、協

会創立50周年という節目を迎えたことから、この度、記念誌の発行や、講演会や功労者

の表彰などの記念行事を実施しました。 

記念誌には、これまでの歩みを振り返りつつ、未来に向けたメッセージとなるよう、

50年の活動年表やアルバムのほか、歴代会長や役員の寄せ書きや、指導農業士の在り方

をテーマとした座談会の様子を掲載しています。 

記念行事は、令和７年（2025年）２月13日、称号贈呈式や総会と併せて開催され、道

内各地の指導農業士や関係機関職員等約450名が一堂に会し、盛大に執り行われました。 

当日は、別海町の酪農家出身で道内在住の直木賞作家である河﨑秋子氏による「北の

大地で働き、生まれるもの」と題した記念講演会を開催したほか、その後、鈴木知事を

はじめ、北海道農業協同組合中央会副会長や全国指導農業士協会会長など多くの来賓が

臨席する中で、記念式典と祝賀会が行われました。 

鈴木知事は「先人たちが築き上げてきた本道の農業・農村を守り、次の世代に引き継

いでいくためには、指導農業士の力が欠かせない。」と、今後の指導農業士の活動に期待

を寄せる言葉を述べたあと、協会運営に功労のあった歴代の会長や副会長に感謝状を授

与しました。 

受賞者代表の伊藤義夫氏（旭川市）は、「数多くの先輩が自己研鑽をしながら切磋琢磨

し、担い手の育成、地域農業の振興・活性化に向けて頑張ってきた」とした上で、若手

の指導農業士に対しては「これから研修生等を受け入れながら、北海道農業の担い手の

育成に一層取り組んで欲しい」とエールを送りました。式典に続き行われた祝賀会で

は、参加者一同、これまでの指導農業士としての活動や思い出話に花を咲かせました。 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

記念講演会の様子 式典における受賞者たち 祝賀会会場の様子 
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 ～ 北海道指導農業士協会が創立50周年を迎える！ ～ 

道では、優れた経営実績を有し、かつ、担い手の育成に強い熱意と指導性があり、地

域のリーダーとしても活躍が期待される農業者を、昭和46年（1971年）から「北海道指

導農業士」として知事が認定しており、令和６年（2024年）12月末で1,258名が認定され

ています。 

北海道指導農業士協会は、指導農業士全員が所属し、研修会を開催して会員の指導力

等の向上に努めるとともに、関係機関・団体との意見交換を通じて、各種の農業施策に

助言を行うなど北海道農業の発展に大きく寄与しており、令和７年（2025年）１月、協

会創立50周年という節目を迎えたことから、この度、記念誌の発行や、講演会や功労者

の表彰などの記念行事を実施しました。 

記念誌には、これまでの歩みを振り返りつつ、未来に向けたメッセージとなるよう、

50年の活動年表やアルバムのほか、歴代会長や役員の寄せ書きや、指導農業士の在り方

をテーマとした座談会の様子を掲載しています。 

記念行事は、令和７年（2025年）２月13日、称号贈呈式や総会と併せて開催され、道

内各地の指導農業士や関係機関職員等約450名が一堂に会し、盛大に執り行われました。 

当日は、別海町の酪農家出身で道内在住の直木賞作家である河﨑秋子氏による「北の

大地で働き、生まれるもの」と題した記念講演会を開催したほか、その後、鈴木知事を

はじめ、北海道農業協同組合中央会副会長や全国指導農業士協会会長など多くの来賓が

臨席する中で、記念式典と祝賀会が行われました。 

鈴木知事は「先人たちが築き上げてきた本道の農業・農村を守り、次の世代に引き継

いでいくためには、指導農業士の力が欠かせない。」と、今後の指導農業士の活動に期待

を寄せる言葉を述べたあと、協会運営に功労のあった歴代の会長や副会長に感謝状を授

与しました。 

受賞者代表の伊藤義夫氏（旭川市）は、「数多くの先輩が自己研鑽をしながら切磋琢磨

し、担い手の育成、地域農業の振興・活性化に向けて頑張ってきた」とした上で、若手

の指導農業士に対しては「これから研修生等を受け入れながら、北海道農業の担い手の

育成に一層取り組んで欲しい」とエールを送りました。式典に続き行われた祝賀会で

は、参加者一同、これまでの指導農業士としての活動や思い出話に花を咲かせました。 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

記念講演会の様子 式典における受賞者たち 祝賀会会場の様子 

１ 担い手の動向--- 45 

 

カ 農外企業 

（増加する農外企業等の農業参入） 

 食料品製造・販売業や建設業を営む企業等が、原料の安定確保や経営の多角化、閑散期にお

ける人材の有効活用などを目的に、農業に参入する事例が増加しています。 

企業等が農地を利用するためには、自ら又は農業者と共同で農地所有適格法人を設立して農

地を所有する方法と、企業等が一般法人として農地を賃借する方法があり、令和５年度（2023

年度）で農外企業等が設立した農地所有適格法人は253経営体、一般法人は111経営体となって

います。 

 こうした農外企業等の農業参入は、民間の経営力や資本力を活かした多様な担い手の確保に

つながるほか、企業等と農業者が共同で食品加工分野を立ち上げるなど有機的なつながりに発

展する例もみられます。 

 

図表3-1-20  農外企業等の農業への参入状況の推移（北海道） 

区    分 H17年度 22 27 R1 2 3 4 5 

農地所有適

格法人 

経営体数（農外企業等が

設立又は一部出資） 
65 119 182 217 234 241 245 253 

上記との関連企業数 83 154 220 270 290 305 307 317 

一般法人 
参入件数 

（農地の賃借） 
－ 30 72 93 90 101 109 111 

資料：北海道農政部調べ（令和２年度(2020年度)以前は９月現在、令和３年度(2021年度)より１月現在） 
注：１）関連企業は、次の区分の企業。 

①既存の農地所有適格法人に出資している企業 

②新たに農地所有適格法人を設立した（一部出資含む）企業 

③企業関係者（経営者･役員等）が農地所有適格法人の構成員になっている企業 

④既存の関連会社を農地所有適格法人化した企業  

   ２）一般法人には、農地所有適格法人を含まない。 

 

 また、農外企業等の農業参入を推進するため、企業からの相談に応じているほか、企業と地

域のマッチングなどに取り組む、道の「農業経営・企業連携サポート室」では、令和６年度

（2024年度）は33件の相談に対応しました。 

  

図表3-1-21  農業経営・企業連携サポート室の相談対応件数の推移 

年度 H28年度 29 30 R1 2 3 4 5 6 

件数 174 106 101 36  32 20 27 35 33 

資料：北海道農政部調べ 
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(2) 担い手を支える多様な人材 

ア 雇用人材の確保  

（様々な取組が進む雇用人材の確保） 

 本道の農業は、春の定植時や秋の収穫といった限られた時期に作業が集中する一方、冬期

の作業は限られるため、パートやアルバイト等の短期雇用人材が欠かせない存在となっていま

すが、近年、農村地域においては人口減少や高齢化が進み、これらの人材を確保することが困

難になっています。 

 こうした中、１日単位で農業者と働き手をつなぐアルバイトアプリが開発され、会社員や主

婦・主夫、学生等の利用が増加しています。 

 また、農業の繁閑期が異なる道外産地との雇用人材の融通や、定年退職自衛官の農業分野へ

の再就職を支援するなど人材の確保に向けた様々な取組が進められています。 

  

～ 農業アルバイト×観光＝農WORK(ノウワク)トリップを発信 ～ 
  

道では、農業の労働力確保とともに農業・農村の魅力を発信するため、１日単位

で働ける農業アルバイトと観光を合わせたおすすめコースの情報発信を行う「農Ｗ

ＯＲＫ(ノウワク)トリップ」（通称：ノウワク）を開始し、新たに道のホームペー

ジに専用サイトを開設しました。 

(URL：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/kei/191413.html)  

 

【おすすめコース】 

地域別、季節別（春、夏、秋）に、農業ア

ルバイトと宿泊、観光施設等の情報を組み合

わせたコースを紹介。 

 

【アプリで農業アルバイト探し】 

農業分野で活用が進んでいる主な「１日ア

ルバイトアプリ」の情報やアルバイト体験談

等を紹介。 

 

７月には仁木町のおすすめコースを巡る農

業アルバイト体験ツアーを開催し、ミニトマ

トとトマトに分かれ収穫作業を体験した後

に、町内の観光名所を巡りました。 

今後、更なる情報の拡充や発信を行うこと

で、「ノウワク」の取組を推進していきます。 
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イ 農福連携 

（年々増加する農福連携の取組） 

農福連携は、障がい者の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発展とともに、障がい者の
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営体は年々増加しています。 

また、国は、令和６年（2024年）５月に食料・農業・農村基本法を改正し、新たに農福連携

の推進について位置付けるとともに、同年６月に改訂した「農福連携等推進ビジョン（令和元

年（2019年）６月策定）」では、令和12年度（2030年度）までに農福連携等に取り組む主体数

を12,000以上とする新たな目標を設定するなど、農福連携を一層推進しています。 

 

図表3-1-22 農福連携に取り組む農業経営体数（北海道） 

 

資料：北海道農政部調べ 
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(2) 担い手を支える多様な人材 

ア 雇用人材の確保  

（様々な取組が進む雇用人材の確保） 
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婦・主夫、学生等の利用が増加しています。 

 また、農業の繁閑期が異なる道外産地との雇用人材の融通や、定年退職自衛官の農業分野へ

の再就職を支援するなど人材の確保に向けた様々な取組が進められています。 

  

～ 農業アルバイト×観光＝農WORK(ノウワク)トリップを発信 ～ 
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地域別、季節別（春、夏、秋）に、農業ア
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農業分野で活用が進んでいる主な「１日ア

ルバイトアプリ」の情報やアルバイト体験談

等を紹介。 

 

７月には仁木町のおすすめコースを巡る農

業アルバイト体験ツアーを開催し、ミニトマ

トとトマトに分かれ収穫作業を体験した後

に、町内の観光名所を巡りました。 

今後、更なる情報の拡充や発信を行うこと

で、「ノウワク」の取組を推進していきます。 
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 ～「農福連携技術支援者」の育成・派遣 ～ 
  

 道では、障がい者の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発展とともに障がい者

の社会参画を実現する農福連携を推進しています。 

 令和５年度（2023年度）から、障がい特性等を踏まえた農福連携の実践手法をアド

バイスする「農福連携技術支援者（農林水産省認定）」を育成する研修を行うととも

に、令和６年度（2024年度）においては、技術支援者を農業現場へ派遣する事業を開

始し、これまで９回の派遣を実施しました。 

 令和６年（2024年）４月22日に旭川市で行われた派遣事業では、派遣を受けた農業

者からの「障がい者への効率の良い指示の出し方を教えて欲しい。」との要望に対し、

技術支援者からは「大体、ある程度、等の抽象的な言葉は使用せず、実際に作業を見

せ、視覚で分かるように教えると良い。」 

と助言があるなど、農福連携の取組現場 

における課題の解決につながりました。 

 

技術支援者（中央）による助言の様子 
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 ～ 担い手の育成と多様な人材確保の取組（空知） ～ 

 

空知総合振興局では、令和４年度(2022年度）から岩見沢地域をモデル地区に設定し、

農福連携の独自事業に取り組んでいます。 

具体的には、農福連携に関心のある農業者と就労支援事業所を対象として農作業の見

学や体験会を開催し、両者のマッチングの補助をしながら、農福連携の取組モデルとし

て事例の収集を行いました。 

また、モデル農業者と事業所、関係機関を集めた意見交換会で取組をフィードバック

するほか、セミナーを開催し、関係者によるパネルディスカッションや専門家による講

演を行い、広く農福連携を推進してきました。 

振興局独自で管内の全就労支援事業者向けに農福連携取組意向調査を実施したとこ

ろ、分布にばらつきはあったものの、各地で農作業を希望する事業者が一定数存在して

いることも明らかになったことから、農福連携に取り組む際に農業者が工夫するポイン

トや福祉事業所向けに具体的な農作業の内容をわかりやすく図解した「空知版農福連携

取組事例集」を作成し、令和７年（2025年）３月に公表しました。 

障がい者を受け入れるために行った工夫や改善は、誰もが働きやすい職場づくりにつ

ながることから、農業現場における多様な人材の確保や定着にも繋がることが期待され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

ブルーベリーの収穫作業風景 
空知版農福連携取組事例集の公表 
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の社会参画を実現する農福連携を推進しています。 

 令和５年度（2023年度）から、障がい特性等を踏まえた農福連携の実践手法をアド
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始し、これまで９回の派遣を実施しました。 

 令和６年（2024年）４月22日に旭川市で行われた派遣事業では、派遣を受けた農業

者からの「障がい者への効率の良い指示の出し方を教えて欲しい。」との要望に対し、

技術支援者からは「大体、ある程度、等の抽象的な言葉は使用せず、実際に作業を見

せ、視覚で分かるように教えると良い。」 

と助言があるなど、農福連携の取組現場 

における課題の解決につながりました。 

 

技術支援者（中央）による助言の様子 
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～ 農福連携の推進に係る取組（上川） ～ 

上川総合振興局では、農業と福祉が連携し、障がい者が農業分野で活躍することを通じ

て、農業経営の発展とともに障がい者自身の生きがいを創出し、社会参画を実現する農福

連携の取組を積極的に推進しています。 

○ マッチング支援の実施 

農業者からの相談を基点に、関係機関とともに現地ヒアリング 

を実施。その後、就労継続支援事業所に対する作業見学会や体験 

会を行うなど農福連携を実現するマッチング支援を行いました。 

 

○ 農福連携技術支援者派遣事業の実施 

 ４月に全国初となる農福連携技術支援者の派遣を実施し、農業者、就労継続支援事業

所職員、利用者の３者に作業内容や作業指示の仕方等専門家の視点による指導・助言を

受けました。 

 

○ 農福連携ミニマルシェの開催 

  ノウフクの日（11月29日）の関連イベントとして、道民の農 

福連携に対する理解促進や農福連携により生まれた農産品・加

工品の周知を図ることを目的として、社会福祉課との共催によ

りパネル展示と併せ、農福連携ミニマルシェを開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

技術支援者助言の様子 

ミニマルシェの様子 
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ウ 外国人材  

（受入れが拡大する外国人材） 

 令和６年（2024年）の道内における外国人材の受入れは43,881人であり、このうち農業分野

の受入れは6,046人と製造業に次いで多く、主に技術習得を目的とした「技能実習制度」と就

労が目的の「特定技能制度」での受け入れとなっており、この５年間で約２倍と他の産業と比

べても高い割合で増加するなど、地域農業に欠かせない存在となっています。 

 

図表3-1-23 外国人材受入れの推移（北海道）  

資料：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況」から集計（各年10月末日現在） 

  

 また、国は、令和６年（2024年）３月、技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況を鑑

み、人材育成と人材確保を目的とする新しい在留資格「育成就労」の創設など、両制度を見直

す改正法案を国会に提出し、同年６月に成立しました。 

 

（外国人技能実習生の受入れは減少） 

 我が国の技能や技術・知識の移転を図り、途上国等の経済発展を担う人材を育成することを

目的とした「外国人技能実習制度」を活用して、本道の農業生産現場においても、多くの外国

人技能実習生が在留しており、農作業を通じて先進的な技術を学び、修得しながら地域農業の

振興にも貢献しています。 

 令和５年度（2023年度）の道内における農業分野での受入人数は1,178人で、前年に比べ364

人（23.6％）減少しています。なお、技能実習生の受入れを行う監理団体として許可を得てい

る５つの農業協同組合では、131人の受入れを行っています。 

部門別では、酪農が703人（59.7％）、施設園芸が309人（26.2％）と、この２つの部門で約

８割を占めています。地域別で受入れが最も多いのは十勝の318人、次いでオホーツクの213

人、上川の200人となっています。 
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～ 農福連携の推進に係る取組（上川） ～ 

上川総合振興局では、農業と福祉が連携し、障がい者が農業分野で活躍することを通じ
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連携の取組を積極的に推進しています。 

○ マッチング支援の実施 

農業者からの相談を基点に、関係機関とともに現地ヒアリング 

を実施。その後、就労継続支援事業所に対する作業見学会や体験 

会を行うなど農福連携を実現するマッチング支援を行いました。 

 

○ 農福連携技術支援者派遣事業の実施 

 ４月に全国初となる農福連携技術支援者の派遣を実施し、農業者、就労継続支援事業

所職員、利用者の３者に作業内容や作業指示の仕方等専門家の視点による指導・助言を

受けました。 

 

○ 農福連携ミニマルシェの開催 

  ノウフクの日（11月29日）の関連イベントとして、道民の農 

福連携に対する理解促進や農福連携により生まれた農産品・加

工品の周知を図ることを目的として、社会福祉課との共催によ

りパネル展示と併せ、農福連携ミニマルシェを開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

技術支援者助言の様子 

ミニマルシェの様子 
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図表3-1-24 外国人技能実習生の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人） 

区  分 30 R1 2 3 4 5 

受入人数 10,032 11,218 12,293 7,892 8,666 9,681 

 うち農業分野 2,765 3,076 2,155 1,690 1,542 1,178 

  うち農業協同組合分 568 729 214 596 217 131 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

注：調査期間は、令和元年（2019年）以前は１月から12月。令和２年（2020年）より４月から３月。 

 

図表3-1-25 部門別外国人技能実習生数（令和５年度（2023年度）） 

（単位：人、％） 

部  門 
耕種 
計 

   
畜産 
計 

   
合 計 施設 

園芸 
畑作 
野菜 

果樹 養豚 養鶏 酪農 

実習生数   419   309    110     0 759    31    25   703  1,178 

 構成比  35.6  26.2   9.3   0.0   64.4   2.6   2.1  59.7  100.0 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

 

図表3-1-26 地域別外国人技能実習生数（令和５年度（2023年度）） 

（単位：人、％） 

地 域 名 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 

実習生数 40 31 30 27 36  27  9 200   5  20 213 318 121 99 

 構成比  3.4  2.6  2.5  2.3  3.1  2.3  0.8 17.0  0.4  1.7 18.1 27.0 10.3 8.4 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

 注：受入れ地域不明の実習生が２名存在 

 

（特定技能外国人の受入れは増加） 

 平成31年（2019年）には、就労を目的として在留が認められる資格として「特定技能」が創

設され、一定の専門技能を有し即戦力となる外国人材を受け入れる仕組として活用され、道内

の様々な産業で活躍しています。 

令和６年（2024年）の道内における農業分野での受入人数は3,103人で、前年より773人

（33.2％）増加しています。国籍別にみると、インドネシアが1,372人（44.2％）、ベトナム

が871人（28.1％）と、この２か国で約７割を占めており、次いで中国が277人（8.9％）とな

っています。 

 

図表3-1-27 特定技能外国人の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人）  

区  分 R1 2 3 4 5 6 

受入人数 85 610 2,013 5,309 8,297 11,880 

 うち農業分野 48 242 663 1,649 2,330 3,103 

資料：法務省出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数」（各年12月末時点） 
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図表3-1-28 農業分野における特定技能外国人の国籍別受入人数（令和６年（2024年）12月末時点） 

（単位：人、％） 

区 分 ベトナム インドネシア 中 国 フィリピン ネパール その他 合 計 

全   国 8,452 9,382 2,389 2,901  640 5,393 29,157 

 うち北海道   871   1,372   277   177    87   319   3,103 

  構成比  28.1  44.2  8.9   5.7   2.8   10.3   100.0 

資料：法務省出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数」 
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図表3-1-24 外国人技能実習生の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人） 

区  分 30 R1 2 3 4 5 

受入人数 10,032 11,218 12,293 7,892 8,666 9,681 

 うち農業分野 2,765 3,076 2,155 1,690 1,542 1,178 

  うち農業協同組合分 568 729 214 596 217 131 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

注：調査期間は、令和元年（2019年）以前は１月から12月。令和２年（2020年）より４月から３月。 

 

図表3-1-25 部門別外国人技能実習生数（令和５年度（2023年度）） 

（単位：人、％） 

部  門 
耕種 
計 

   
畜産 
計 

   
合 計 施設 

園芸 
畑作 
野菜 

果樹 養豚 養鶏 酪農 

実習生数   419   309    110     0 759    31    25   703  1,178 

 構成比  35.6  26.2   9.3   0.0   64.4   2.6   2.1  59.7  100.0 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

 

図表3-1-26 地域別外国人技能実習生数（令和５年度（2023年度）） 

（単位：人、％） 

地 域 名 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 

実習生数 40 31 30 27 36  27  9 200   5  20 213 318 121 99 

 構成比  3.4  2.6  2.5  2.3  3.1  2.3  0.8 17.0  0.4  1.7 18.1 27.0 10.3 8.4 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

 注：受入れ地域不明の実習生が２名存在 

 

（特定技能外国人の受入れは増加） 

 平成31年（2019年）には、就労を目的として在留が認められる資格として「特定技能」が創

設され、一定の専門技能を有し即戦力となる外国人材を受け入れる仕組として活用され、道内

の様々な産業で活躍しています。 

令和６年（2024年）の道内における農業分野での受入人数は3,103人で、前年より773人

（33.2％）増加しています。国籍別にみると、インドネシアが1,372人（44.2％）、ベトナム

が871人（28.1％）と、この２か国で約７割を占めており、次いで中国が277人（8.9％）とな

っています。 

 

図表3-1-27 特定技能外国人の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人）  

区  分 R1 2 3 4 5 6 

受入人数 85 610 2,013 5,309 8,297 11,880 

 うち農業分野 48 242 663 1,649 2,330 3,103 

資料：法務省出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数」（各年12月末時点） 
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(3) 営農支援組織 

ア コントラクター（農作業受託組織）  

（農業経営を支えるコントラクター） 

 経営規模が拡大する中、1990年代に入ると、労働力不足への対応や生産コスト・機械コス

トの低減などを目的に、道内各地でコントラクターが設立されるようになりました。 

 その後、大型機械を駆使して作業を行うコントラクターは、農業従事者の減少や高齢化が進

行する中、その役割が一層拡大し、今では、地域で効率的な農作業を行う生産基盤として機能

しており、本道農業の発展に欠かすことのできない存在となっています。 

 令和６年（2024年）３月末の道内のコントラクター数は、334組織となっており、地域別で

は、稲作地帯の上川（85組織）、空知（64組織）、酪農地帯の根室（42組織）の順に多く、３

地域で全道の半分以上を占めています。 

 また、令和５年度（2023年度）に受託した実面積は、耕種が５万2,565ha、畜産が16万

4,714haとなっており、地域別では、耕種は十勝（１万7,033ha）、空知（１万4,197ha）、上

川（9,453ha）の順に多く、３地域で全道の８割弱を占めており、畜産は十勝（５万

3,106ha）、根室（４万5,123ha）、オホーツク（２万4,890ha）の順に多く、３地域で全道の

７割以上を占めています。 

 

図表3-1-29 コントラクター数の推移（北海道） 

区   分 H12年度 17 22 27 R1 2 3 4 ５ 

コントラクター数 94 229 311 330 335 329 333 333 334 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（各年度３月末） 

 

図表3-1-30 地域別コントラクター数（北海道） 

区分 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

組織数 64  2  4  8  9 14  9 85 13  8 30 36  10 42 334 

割合(%) 19.2 0.6 1.2 2.4 2.7 4.2 2.7 25.4 3.9 2.4 9.0 10.8 3.0 12.6 100.0 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（令和６年（2024年）３月末） 

注：各地域の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない。 

 

図表3-1-31 地域別コントラクター受託実面積（北海道・令和５年度（2023年度）） 

（単位：千ha、％） 

区分 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

耕

種 

実面積 14.2 0.1 0.1 1.6 0.5 0.5 2.2 9.5 2.7 - 4.0 17.0 0.2 - 52.6 

構成比 27.0 0.2 0.3 3.0 0.9 0.9 4.1 18.0 5.1 - 7.7 32.4 0.3 - 100.0 

畜

産 

実面積 0.3 0.1 0.2 0.4 1.4 4.6 - 4.2 0.9 10.9 24.9 53.1 18.6 45.1 164.7 

構成比 0.2 0.1 0.1 0.3 0.8 2.8 - 2.6 0.5 6.6 15.1 32.2 11.3 27.4 100.0 

実面積計 14.5 0.2 0.4 2.0 1.9 5.1 2.2 13.7 3.5 10.9 28.9 70.1 18.8 45.1 217.3 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」 

注：実面積及び構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 

 

 このうち畜産の作業を請け負うコントラクターは、令和５年度（2023年度）には138組織が

草地更新や飼料収穫、堆肥散布などを実施しています。 
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図表3-1-32 畜産に係るコントラクターの推移（北海道） 

（単位：組織、ha） 

区     分 H12年度 17 22 27 R1 2 3 4 5 

コントラクター組織数 77 159 164 162 148 147 141 144 138 

飼料作物受託面積          

 草地更新(実面積) 535 3,956 1,375 2,208 3,261 3,201 3,202 3,200 2,648 

 飼料収穫(実面積) 37,549 66,102 80,619 77,584 134,538 130,424 120,648 130,450 125,234 

 堆肥散布(延べ面積) 12,009 36,948 31,402 23,557 61,494 56,043 54,549 56,003 60,510 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」 

注：平成27年度（2015年度）～令和５年度（2023年度）は報告のあった組織分を集計。平成22年度（2010年度）以前の 

未報告分は過去のデータを活用して推計。 

 

近年、道内のコントラクターにおいても、熟練者の引退によるオペレーター不足や経験の少

ないオペレーターの増加などが運営上の課題となっており、機械の計画的な整備に加えて、ス

マート農業技術の活用による作業の効率化などを図っていく必要があります。 

 

イ ＴＭＲセンター 

（進む飼料生産の外部化） 

 畜産経営における飼料調製の作業を代行し、良質な飼料を安定的に供給するＴＭＲセンター

は、令和５年度（2023年度）は89組織となっています。 

令和５年度（2023年度）の利用経営体数は745経営体で、前年度に比べ11経営体（1.5％）減

少しましたが、給与頭数は12万5,714頭で、前年度に比べ475頭（0.4％）増加しました。 

規模拡大や高齢化に伴い労働力不足が懸念される畜産経営を支える外部支援組織としてＴＭ

Ｒセンターの役割は一層大きくなっています。 

 

図表3-1-33 ＴＭＲセンターの推移（北海道） 

（単位：組織、経営体、頭） 

区     分 H12年度 17 22 27 R1 2 3 4 5 

ＴＭＲセンター組織数 3 15 39 65 83 86 87 87 89 

 

利用経営体数 － － － 693 770 788 781 756 745 

 うち構成員経営体数 － 137 － 654 723 745 740 716 756 

給与頭数 － 11,566 － 75,537 115,174 124,102 126,069 125,239 125,714 

 うち乳用牛頭数 － － － 73,120 111,659 120,385 122,321 121,571 122,048 

 うち肉用牛頭数 － － － 2,453 3,515 3,717 3,748 3,668 3,666 

資料：北海道農政部調べ 

 

ウ 酪農ヘルパー 

（利用が増加する酪農ヘルパー） 

 酪農経営は、搾乳や給餌作業など労働の周年拘束性が強いことに加え、飼養規模の拡大に伴

う作業時間の増加や休日確保などが課題となっており、担い手が定着しにくい要因にもなって

います。酪農ヘルパーは、こうした労働環境に対応するため、酪農家が休日を取得したい時や
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(3) 営農支援組織 

ア コントラクター（農作業受託組織）  

（農業経営を支えるコントラクター） 

 経営規模が拡大する中、1990年代に入ると、労働力不足への対応や生産コスト・機械コス

トの低減などを目的に、道内各地でコントラクターが設立されるようになりました。 

 その後、大型機械を駆使して作業を行うコントラクターは、農業従事者の減少や高齢化が進

行する中、その役割が一層拡大し、今では、地域で効率的な農作業を行う生産基盤として機能

しており、本道農業の発展に欠かすことのできない存在となっています。 

 令和６年（2024年）３月末の道内のコントラクター数は、334組織となっており、地域別で

は、稲作地帯の上川（85組織）、空知（64組織）、酪農地帯の根室（42組織）の順に多く、３

地域で全道の半分以上を占めています。 

 また、令和５年度（2023年度）に受託した実面積は、耕種が５万2,565ha、畜産が16万

4,714haとなっており、地域別では、耕種は十勝（１万7,033ha）、空知（１万4,197ha）、上

川（9,453ha）の順に多く、３地域で全道の８割弱を占めており、畜産は十勝（５万

3,106ha）、根室（４万5,123ha）、オホーツク（２万4,890ha）の順に多く、３地域で全道の

７割以上を占めています。 

 

図表3-1-29 コントラクター数の推移（北海道） 

区   分 H12年度 17 22 27 R1 2 3 4 ５ 

コントラクター数 94 229 311 330 335 329 333 333 334 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（各年度３月末） 

 

図表3-1-30 地域別コントラクター数（北海道） 

区分 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

組織数 64  2  4  8  9 14  9 85 13  8 30 36  10 42 334 

割合(%) 19.2 0.6 1.2 2.4 2.7 4.2 2.7 25.4 3.9 2.4 9.0 10.8 3.0 12.6 100.0 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（令和６年（2024年）３月末） 

注：各地域の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない。 

 

図表3-1-31 地域別コントラクター受託実面積（北海道・令和５年度（2023年度）） 

（単位：千ha、％） 

区分 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

耕

種 

実面積 14.2 0.1 0.1 1.6 0.5 0.5 2.2 9.5 2.7 - 4.0 17.0 0.2 - 52.6 

構成比 27.0 0.2 0.3 3.0 0.9 0.9 4.1 18.0 5.1 - 7.7 32.4 0.3 - 100.0 

畜

産 

実面積 0.3 0.1 0.2 0.4 1.4 4.6 - 4.2 0.9 10.9 24.9 53.1 18.6 45.1 164.7 

構成比 0.2 0.1 0.1 0.3 0.8 2.8 - 2.6 0.5 6.6 15.1 32.2 11.3 27.4 100.0 

実面積計 14.5 0.2 0.4 2.0 1.9 5.1 2.2 13.7 3.5 10.9 28.9 70.1 18.8 45.1 217.3 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」 

注：実面積及び構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 

 

 このうち畜産の作業を請け負うコントラクターは、令和５年度（2023年度）には138組織が

草地更新や飼料収穫、堆肥散布などを実施しています。 
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突発的な病気・事故の際に、酪農家に代わって搾乳や給餌などの作業を行っています。 

 農業者による任意組合や有限会社、有限責任事業組合等の酪農ヘルパーを派遣する組織（以

下「利用組合等」という。）は、令和６年（2024年）で85組織あり、道東や道北の酪農専業地

帯では、ほぼすべての市町村で設立されています。利用組合等の参加経営体数は4,120経営体

で、利用組合等の活動エリアにおける参加率は88.7％となっています。また、令和５年度

（2023年度）の利用１経営体当たり年間利用日数は24.8日で、前年に比べて0.6日（2.3％）増

加しています。 

利用組合等では、持続的・安定的な組織運営のため、ヘルパーの育成・確保などに取り組む

一方、ヘルパー人員数は減少していることから、人材の確保と職業としての処遇改善などが大

きな課題となっています。そのため、国では、令和３年度（2021年度）から、ヘルパーの育

成・確保に向けた事業を強化し、ヘルパーを目指す大学生等を対象とした修学支援や、ヘルパ

ーの待遇改善などの支援を行っており、道においても、人材の確保や雇用の安定に取り組んで

いるヘルパー利用組合の優良事例の普及などに取り組んでいます。 

 突発的な病気・事故等による長期間のヘルパー利用は、酪農経営の経済的負担が大きくなる

ことから、道内82組織による北海道酪農ヘルパー統合互助会が設立されているほか、独自の互

助制度を設ける利用組合等もあり、酪農経営の経済的負担の軽減が図られています。 

 

図表3-1-34 酪農ヘルパーの利用状況・ヘルパー人数の状況（北海道） 

区 分 

利 用 
組 合 
等 数 

 

乳用牛 
飼養経 
営体数 

 

利用組合 
等 活 動 
範 囲 内 
経営体数 

 
利  用 
組 合 等 
参 加 経 
営 体 数 
 

利 用 
組合等 
参加率 

 

延 べ 
利 用 
日 数 

 

利 用 １ 
経 営 体 
当 た り 
利用日数 

専  任 
ヘルパー 
人 数 

 

臨  時 
ヘルパー 
人 数 

 

  
（戸） 

 
（戸） 
（Ａ） 

（戸） 
（Ｂ） 

（％） 
(B/A) 

（日） 
 

（日） 
 

（人） 
 

（人） 
 

H12年度 94 9,950 8,377 6,926 82.7 74,077 12.3 370 647 

17 102 8,830 7,978 6,954 87.2 98,303 16.2 511 620 

22 96 7,690 7,026 6,271 89.3 99,750 18.2 497 476 

27 90 6,680 6,081 5,507 90.6 105.900 22.2 521 396 

 R2 86 5,840 5,291 4,875 92.1 89,179 23.6 491 310 

3 86 5,710 5,196 4,741 91.2 86,243 24.0 456 266 

4 86 5,560 5,010 4,590 91.6 83,657 24.3 455 245 

5 86 5,380 4,781 4,335 90.7 81,001 24.8 437 245 

6 85 5,170 4,645 4,120 88.7 － － 411 272 

資料：(一社)酪農ヘルパー全国協会「酪農ヘルパー利用実態調査」（各年８月１日）、 

農林水産省「畜産統計」（各年２月１日） 

 注：１）利用１経営体当たり利用日数は、利用組合等活動区域における実数。 

２）利用組合等数は、（一社）酪農ヘルパー全国協会の会員である各都道府県団体に加入し、酪農ヘルパー事業を実施 

する組織の集計。 
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 (4) 農業の国際交流の推進 

（広がる近隣諸国との国際交流） 

 本道では、明治２年（1869年）の開拓使設置以降、欧米の専門家の招へいや各種機械・種苗

の導入が進められるとともに、農業者の海外派遣などを通じ、進んだ西洋技術の導入や人材の

育成が図られ、今日の農業の基礎が築かれました。 

 こうした先人のたゆまぬ努力により、北海道には寒冷地型の農業技術が蓄積されており、近

年では、本道の農業技術を気候風土が似ている近隣諸国の農業振興に役立てるため、農業の国

際交流が盛んに進められ、昭和61年（1986年）には、中国黒竜江省との間で「友好提携議定

書」を締結、令和３年（2021年）11月には農村環境整備に関する技術交流を目的とした協議書

を締結しています。 

 また、平成25年（2013年）９月には、日本とモンゴル政府の間で「戦略的パートナーシップ

のための日本・モンゴル中期行動計画」を策定し、両政府が調査した本道の農業技術に関する

知見を共有するとともに、平成27年（2015年）３月には、道とモンゴル国食糧・農牧業省との

間で、食と農業分野に関する経済・技術交流の一層の推進に向けた覚書を交わしています。 

 さらに、ニュージーランドとは、平成26年（2014年）８月から始まった「ニュージーランド

北海道酪農協力プロジェクト」において、北海道型放牧酪農モデルの普及に向け、ニュージー

ランドの関係者が道内のモデル農場で放牧技術等を調査分析し、現在はその普及に向けた取組

を行っています。さらに、平成29年（2017年）５月には、「北海道と駐日ニュージーランド大

使館とのパートナーシップに関する覚書」を締結するとともに、平成30年（2018年）３月に

は、新たに「ニュージーランド北海道羊協力プロジェクト」を開始するなど、酪農・畜産に関

する交流を進めています。 

 ロシアとは、平成４年（1992年）に極東地域との間で「経済協力プログラム」、平成20年

（2008年）には同国サハリン州との間で「友好・経済交流促進プラン」を採択し、平成28年

（2016年）12月の日露首脳会談では、北方四島における共同経済活動の推進が確認されまし

た。 

このほか、平成18年（2006年）に韓国慶尚南道との間で友好交流の覚書を交わし、平成22年

（2010年）10月にはソウル特別市、平成25年（2013年）２月にはタイ王国チェンマイ県との間

で、友好関係に関する協定書の調印を行いました。 

 

（ＪＩＣＡによる研修を通じて国際貢献） 

 独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）では、札幌市と帯広市に国際センターを設置し、世

界の多くの国から研修生を受け入れています。両センターでは、農村の振興や農業技術の普

及、農業者の経営指導など、それぞれの国の課題に応じた農業研修コースを開設しており、道

や市町村、大学や農業団体等は、これらの研修コースにおいて、視察対応や講師派遣などを行

い、開発途上国の農業振興に協力しています。 

 

（海外派遣による国際感覚を身につけた人材の育成） 

 道内では、昭和27年（1952年）から民間団体による青年農業者等の海外派遣が行われてお

り、現在までに数多くの研修生が派遣団体等を通じて海外に派遣されています。派遣先は、放

牧酪農や園芸、畑作等を学べるニュージーランドが多く、研修生は農業技術や国際感覚の習得

に加え、海外で様々な経験をすることで、帰国後は地域のリ一ダーとして活躍しています。 
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突発的な病気・事故の際に、酪農家に代わって搾乳や給餌などの作業を行っています。 

 農業者による任意組合や有限会社、有限責任事業組合等の酪農ヘルパーを派遣する組織（以

下「利用組合等」という。）は、令和６年（2024年）で85組織あり、道東や道北の酪農専業地

帯では、ほぼすべての市町村で設立されています。利用組合等の参加経営体数は4,120経営体

で、利用組合等の活動エリアにおける参加率は88.7％となっています。また、令和５年度

（2023年度）の利用１経営体当たり年間利用日数は24.8日で、前年に比べて0.6日（2.3％）増

加しています。 

利用組合等では、持続的・安定的な組織運営のため、ヘルパーの育成・確保などに取り組む

一方、ヘルパー人員数は減少していることから、人材の確保と職業としての処遇改善などが大

きな課題となっています。そのため、国では、令和３年度（2021年度）から、ヘルパーの育

成・確保に向けた事業を強化し、ヘルパーを目指す大学生等を対象とした修学支援や、ヘルパ

ーの待遇改善などの支援を行っており、道においても、人材の確保や雇用の安定に取り組んで

いるヘルパー利用組合の優良事例の普及などに取り組んでいます。 

 突発的な病気・事故等による長期間のヘルパー利用は、酪農経営の経済的負担が大きくなる

ことから、道内82組織による北海道酪農ヘルパー統合互助会が設立されているほか、独自の互

助制度を設ける利用組合等もあり、酪農経営の経済的負担の軽減が図られています。 

 

図表3-1-34 酪農ヘルパーの利用状況・ヘルパー人数の状況（北海道） 

区 分 
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経 営 体 
当 た り 
利用日数 

専  任 
ヘルパー 
人 数 

 

臨  時 
ヘルパー 
人 数 

 

  
（戸） 

 
（戸） 
（Ａ） 

（戸） 
（Ｂ） 

（％） 
(B/A) 

（日） 
 

（日） 
 

（人） 
 

（人） 
 

H12年度 94 9,950 8,377 6,926 82.7 74,077 12.3 370 647 

17 102 8,830 7,978 6,954 87.2 98,303 16.2 511 620 

22 96 7,690 7,026 6,271 89.3 99,750 18.2 497 476 

27 90 6,680 6,081 5,507 90.6 105.900 22.2 521 396 

 R2 86 5,840 5,291 4,875 92.1 89,179 23.6 491 310 

3 86 5,710 5,196 4,741 91.2 86,243 24.0 456 266 

4 86 5,560 5,010 4,590 91.6 83,657 24.3 455 245 

5 86 5,380 4,781 4,335 90.7 81,001 24.8 437 245 

6 85 5,170 4,645 4,120 88.7 － － 411 272 

資料：(一社)酪農ヘルパー全国協会「酪農ヘルパー利用実態調査」（各年８月１日）、 

農林水産省「畜産統計」（各年２月１日） 

 注：１）利用１経営体当たり利用日数は、利用組合等活動区域における実数。 

２）利用組合等数は、（一社）酪農ヘルパー全国協会の会員である各都道府県団体に加入し、酪農ヘルパー事業を実施 

する組織の集計。 
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２ 農地の動向と土地利用 

 

（横ばいで推移する耕地面積） 

 令和６年（2024年）の全国の耕地面積は427万2,000haで、前年に比べ２万5,000ha（0.6％）

減少しました。 

 本道の耕地面積も、平成２年（1990年）の120万9,000haをピークに、農地転用などによるか

い廃面積が農地開発などによる耕地の拡張面積を上回って推移していることから減少傾向にあ

り、令和６年（2024年）は113万8,000haと、前年に比べ3,000ha（0.3％）減少しましたが、全

国の耕地面積に占める本道の耕地面積のシェアは前年と同じ26.6％となっています。 

 

図表3-2-1 耕地面積等の推移（北海道） 

 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年７月15日現在） 

 

 

 また、令和５年（2023年）の本道における農作物の作付（栽培）延べ面積は、112万2,000ha

で、前年に比べ8,000ha（0.7％）減少しました。耕地の利用状況を表す耕地利用率は98.3％と

なっており、都府県の利用率（88.4％）を9.9ポイント上回っています。 

 

図表3-2-2  農作物の作付（栽培）延べ面積と耕地利用率（田・畑計、北海道） 

                    （単位：ha、％） 

区 分 作付延べ面積 耕地利用率 
 

（参考）都府県 

H12年 1,176,000    99.2  92.9 
17 1,164,000    99.6 91.4 
22 1,147,000    99.2 89.8 
27 1,144,000    99.7 89.0 
R1 1,144,000 98.9 88.8 

   2 1,129,000 98.8    88.6 
3 1,133,000 99.1    88.7 
4 1,130,000 99.0 88.5 
5 1,122,000 98.3 88.4 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年７月15日現在） 

 

樹園地 

R6:3(千 ha) 
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（横ばいで推移する遊休農地の面積） 

農業委員会が農地法に基づき毎年行っている農地利用状況調査において確認された道内の遊

休農地面積は、令和５年度（2023年度）が665haで、前年に比べ７ha（1.1％）増加しました。 

 遊休農地は、中山間地域の傾斜地や排水条件の悪いほ場など、耕作条件が不利な場所に多

く、一部には相続登記がされていないことなどにより、所有者が確認できない所有者不明農地

が含まれます。 

今後、農業従事者の減少や高齢化の進行、所有者不明農地の発生による遊休農地の増加が懸

念されており、遊休農地の発生防止や解消を図るため、地域の農業者や住民等が参画する地域

組織等が主体となった遊休農地の活用や所有者不明農地への利用権設定に向けた取組が進めら

れています。 

 

 
(ha) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「遊休農地に関する措置の実施状況調査」（令和２年（2020年）まで）、 

「遊休農地に関する措置の状況に関する調査」（令和３年度（2021年）から） 

 注：１）「１号遊休農地」とは、過去１年以上作物を栽培せず、耕作できる状態が保たれていない農地をいう。 

２）「２号遊休農地」とは、周辺農地と比較して利用の程度が著しく低い農地をいう。 

 

（低下傾向にある農地価格と賃借料） 

 農地価格は、需給関係の変化を反映しており、中田価格は昭和57年（1982年）をピークとし

て低下傾向にあり、令和６年（2024年）は10アール当たり23万8,000円で、ピーク時に比べ45.

4％の水準となっています。また、中畑価格も昭和59年（1984年）をピークに低下傾向にあ

り、令和６年（2024年）は10アール当たり11万5,000円で、ピーク時に比べ49.8％の水準とな

っています。 

 契約賃借料についても低下が続いており、令和６年（2024年）には、10アール当たり田が 

9,662円、畑が4,247円で、それぞれピーク時に比べ37.4％、57.7％の水準となっています。 

 こうした近年の農地価格と賃借料の低下は、経営規模の拡大を志向する農業者にとって農地

の権利取得を容易にしています。  

図表3-2-3 遊休農地面積の推移（北海道） 

H22 27 R1 R2 3 4 5
１号遊休農地 ２号遊休農地

3,822

882

（年）

2,166

658669 674 665
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２ 農地の動向と土地利用 
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年７月15日現在） 
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図表3-2-2  農作物の作付（栽培）延べ面積と耕地利用率（田・畑計、北海道） 
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区 分 作付延べ面積 耕地利用率 
 

（参考）都府県 

H12年 1,176,000    99.2  92.9 
17 1,164,000    99.6 91.4 
22 1,147,000    99.2 89.8 
27 1,144,000    99.7 89.0 
R1 1,144,000 98.9 88.8 

   2 1,129,000 98.8    88.6 
3 1,133,000 99.1    88.7 
4 1,130,000 99.0 88.5 
5 1,122,000 98.3 88.4 
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資料：(一社)北海道農業会議「田畑売買価格等に関する調査」 資料：(一財)日本不動産研究所「田畑価格及び賃借料調」 

 

（増加した農地の権利移動） 

令和４年（2022年）に権利移動のあった農地及び採草放牧地の面積は９万6,921haで、前年

に比べ１万580ha（12.3％）増加しています。このうち、売買と賃貸借による権利移動面積

（農地流動化面積）は６万9,327haで、前年に比べ7,459ha（12.1％）増加しています。 

 権利の種類別では、売買は２万2,784haで、前年に比べ3,258ha（16.7％）増加、賃貸借は４

万6,543haで、前年に比べ4,201ha（9.9％）増加しています。 

 また、権利移動のあった面積に占める売買と賃貸借の割合をみると、賃貸借が売買を上回っ

ており、令和４年（2022年）は、賃貸借が48.0％、売買が23.5％となっています。 

 

図表3-2-6 農地及び採草放牧地の権利形態別移動面積の推移（北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年（2009年）まで）、「農地権利移動・借賃等調査」（平成22年 

（2010年）から） 

注：１）（ ）は、売買と賃貸借の合計面積（農地流動化面積）。 

   ２）賃貸借及び使用貸借は、権利の設定のみで、移転はその他に含まれる。 
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（横ばいで推移する農地等の転用面積）  

 本道の農地等の転用面積は、近年は横ばい傾向で推移しており、令和４年（2022年）は880 

haで、前年に比べ29ha（3.3％）増加しました。  

 その内訳は、鉱・工業等用地が最も多く、次いで農業用施設用地となっています。 

 

図表3-2-7 農地及び採草放牧地の用途別転用面積の推移（北海道） 

 
資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年（2009年）まで）、「農地権利移動・借賃等調査」（平成22年

（2010年）から） 

注：１）面積は、農地法に基づく転用とそれ以外の転用の合計で、農業経営基盤強化促進法に基づく転用は除く。 

  ２）「その他」は、植林、資材置き場、流通業務等施設、レジャー施設、学校・公園等用地等。 

 

（確保が求められる優良農地） 

 農業振興地域の整備に関する法律に基づき道が指定している農業振興地域の面積は、令和５

年（2023年）12月末で293万3,929haと、本道の総土地面積の35％となっています。このうち、

市町村が定める農用地区域の面積は131万2,815haで、前年に比べ1,116ha（0.1％）減少しまし

た。 

 令和２年（2020年）12月に国の基本指針が見直され、道においても、令和３年（2021年）５

月に「北海道農業振興地域整備基本方針」を変更し、令和12年（2030年）時点で確保すべき農

用地区域内の農地面積の目標を112万2,000haと定めています。令和５年（2023年）12月末の農

用地区域内の農地面積は112万2,759haと、目標を上回る状態にありますが、今後も農地のかい

廃が見込まれる中にあって、引き続き、農用地区域への編入促進や荒廃農地の発生防止、解消

などにより優良農地を確保することが求められています。 
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資料：(一社)北海道農業会議「田畑売買価格等に関する調査」 資料：(一財)日本不動産研究所「田畑価格及び賃借料調」 
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ており、令和４年（2022年）は、賃貸借が48.0％、売買が23.5％となっています。 

 

図表3-2-6 農地及び採草放牧地の権利形態別移動面積の推移（北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年（2009年）まで）、「農地権利移動・借賃等調査」（平成22年 

（2010年）から） 

注：１）（ ）は、売買と賃貸借の合計面積（農地流動化面積）。 

   ２）賃貸借及び使用貸借は、権利の設定のみで、移転はその他に含まれる。 
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図表3-2-8 確保すべき農用地等の面積の目標（北海道） 

   令和元年（2019年）現在の農用地区域内の農地面積     １１２．２万ｈａ 

 

す  う  勢 令和12年までの農地の増減 施 策 効 果 令和12年までの農地の増減 

 農用地区域からの除外      △1,610 ha  農用地区域への編入促進      ＋2,848 ha 

 荒廃農地の発生      △2,120 ha  荒廃農地の発生防止      ＋   24 ha 

   荒廃農地の解消      ＋  415 ha 

 

 

 これまでのすう勢が今後も継続した場合の令和12年（2030年）時点の 

 農用地区域内の農地面積（すう勢）    １１１．８万ｈａ 

 

 

   令和12年（2030年）の農用地区域内の農地面積の目標     １１２．２万ｈａ 

資料：北海道農業振興地域整備基本方針（令和３年（2021年）５月公表）より抜粋 

  注：農用地区域内の農地面積とは、「耕地及び作付面積統計」で定義する耕地であるものの面積をいう。 

 

（地籍調査を計画的に推進） 

 地籍調査は、地籍の明確化により、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化を図るた

め、国土調査法に基づき昭和27年度（1952年度）から市町村が主体となって実施しています。 

 一筆ごとに所有者、地番、地目を調査し、土地の境界位置や面積等の測量成果を地籍図及び

地籍簿にまとめて登記所（「法務局、地方法務局・その支局及び出張所」をいう。）に備えて

おり、土地の境界トラブルの未然防止、効率的な社会資本整備の実施及び災害発生時の復旧復

興事業の迅速な実施などに寄与しています。 

地籍調査を計画的に実施するため、国土調査促進特別措置法では、十箇年計画の作成を求め

ており、現在は、令和２年（2020年）５月に策定した第７次国土調査事業十箇年計画に基づい

て実施しています。 

 地籍調査対象面積は、本道の総面積8万3,422㎢の55％に当たる４万6,016㎢で、令和６年度

（2024年度）は、22市町村が18.6㎢の調査を実施し、令和６年度（2024年度）末までの実績面

積は２万8,554㎢、進捗率は62％となっています。 

 東日本大震災の被災地において地籍調査の有無が復旧・復興のスピードに影響したことなど

から、地籍調査は全国的に重要性が再認識されて、国は防災対策や社会資本整備などの施策の

推進を図るため、新たな測量技術の導入の促進による事業の効率化に取り組むことなどによ

り、市町村が計画的に地籍調査を実施できるよう取り組んでいます。 

 
図表3-2-9  地籍調査の実施の状況 

    （単位：㎢、％） 

調査対象 
面  積 

a 

年 度 別 実 施 面 積 実 施 
面 積 

b 

進捗率 
 

b/a 
H17年度 22 27 R2 3 4 5 6 

46,016 113.1 50.9 55.3 33.7 27.2 20.7 18.6 18.6 28,554 62.0 

資料：北海道農政部調べ 
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３ 担い手への農地の集積・集約化 

 

(1) 農地施策の変遷 

（「人・農地プラン」によって地域農業の将来の在り方などを明確化） 

 我が国の農地施策において、戦後の農地解放は、自作農の創設など大きな成果をあげつつ

も経営規模の零細化やその後の分散錯圃といった構造的課題につながる側面もありました。 

 こうした課題を解決するため、国は農地法に加え、昭和55年（1980年）に農地の流動化や有

効利用による農業経営の改善、生産力の増大を図ることを目的とする農用地利用増進法を制定

し、これを平成５年（1993年）に改正して制定した農業経営基盤強化促進法（以下「基盤強化

促進法」という。）において認定農業者制度を創設し、意欲ある農業者に対する農用地の利用

集積を推進してきました。 

 平成24年（2012年）からは、市町村が策定する担い手と農地に関する将来計画である「人・

農地プラン」により、農業者をはじめ地域の関係者による話合いに基づき、地域農業の中心的

な役割を果たすことが見込まれる農業者や地域農業の将来の在り方などを明確化し、施策を集

中することとしており、このプランに位置付けられた経営体に対しては、農業経営基盤強化資

金（スーパーＬ資金）の当初５年間の無利子化や農地利用効率化等支援交付金の活用による農

業用機械等の導入、新規就農者育成総合対策（経営開始資金）の交付などの支援措置が講じら

れています。 
 

（農地中間管理機構を中核とした農地の集積・集約化） 

 平成26年（2014年）３月には、担い手への農地の集積・集約化を進めるため、農地中間管理

事業の推進に関する法律（以下「農地バンク法」という。）が施行され、本道では、北海道農

業公社が、公的な農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構（以下「農地バンク」とい

う。）として知事の指定を受け、４月から農地中間管理事業を開始しました。 

 農地中間管理事業は、地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し、担い手ごとに集約化する

必要がある場合などに農地バンクが農地の所有者から農地を借受け、担い手がまとまりのある

形で利用できるよう貸付ける制度であり、令和元年（2019年）５月には、改正農地バンク法が

公布され、担い手への農地の集積・集約化を加速する観点から、農地中間管理事業の手続の簡

素化や農地利用集積円滑化事業との統合・一体化が図られました。この制度を活用して令和６

年度（2024年度）に農地バンクが新たな借受けを行った面積は1,064haとなっています。 

 また、離農農家や規模縮小経営等から農地を買入れて、担い手に一定期間貸付けした後に売

渡しを行う農地売買等事業は、農地バンクの特例事業として実施されており、令和６年度

（2024年度）における新たな買入れは6,922haと前年度を上回る状況となっています。 
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図表3-2-8 確保すべき農用地等の面積の目標（北海道） 
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 地籍調査対象面積は、本道の総面積8万3,422㎢の55％に当たる４万6,016㎢で、令和６年度

（2024年度）は、22市町村が18.6㎢の調査を実施し、令和６年度（2024年度）末までの実績面

積は２万8,554㎢、進捗率は62％となっています。 

 東日本大震災の被災地において地籍調査の有無が復旧・復興のスピードに影響したことなど

から、地籍調査は全国的に重要性が再認識されて、国は防災対策や社会資本整備などの施策の

推進を図るため、新たな測量技術の導入の促進による事業の効率化に取り組むことなどによ

り、市町村が計画的に地籍調査を実施できるよう取り組んでいます。 

 
図表3-2-9  地籍調査の実施の状況 
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調査対象 
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図表3-3-1 農地中間管理機構事業の実績の推移（北海道）                                        

                                                               （単位：ha、件） 

項   目 H26年度 R2 3 4 5 6 

農

地

中

間

管

理

機

構

事

業 

農地中間管理事業 

借受 
3,549  828  1,136  888  500 1,064 

(233) (116) (75) (55) (49) (226) 

貸付 
3,426  1,468  1,430  1,165  678  1,209 

(231) (138) (124) (93) (69) (261) 

農地売買支援事業 

買入 
6,302  5,979  4,560  5,250  6,449  6,922 

(679) (594) (539) (591) (639) (715) 

売渡 
5,885  7,740  6,037  6,067  9,702  6,143 

(804) (908) (865) (850) (1,157) (843) 

貸付・売渡の合計 
9,311  9,208  7,467  7,232  10,380  7,352 

(1,035) (1,046) (989) (943) (1,226) (1,104) 

資料：北海道農政部調べ 

  注：１）( )は件数。 

  ２）貸付は、借入期間満了等による再設定手続きを含む。 

  ３）農地中間管理機構事業は平成26年（2014年）４月から開始。 

 

(2) 新たな農地施策の推進 

（「地域計画」（人・農地プランの法定化）を中心とした農地施策の見直し） 

国は、高齢化・人口減少が本格化する中で、全国的に農業者の減少や耕作放棄地の拡大が更

に加速化し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されるとして、令和２年（2020

年）12月、「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、施策の見直しに着手し、令和４

年（2022年）５月20日に基盤強化促進法など関連する法律の改正案が成立しました。 

 この改正により、これまでも市町村が策定していた人・農地プランが法定化され、新たに

「地域農業経営基盤強化促進計画」（以下「地域計画」という。）として策定・公告することと

されました。 

地域計画は、将来の地域農業の在り方のほか、目標とする農地利用の将来像を目標地図とし

て明らかにしたものであり、市町村は、農業者や農業委員会等地域の関係者と話合いを実施

し、農業委員会が関係団体と協力して作成する目標地図の素案を基に地域計画を定めることと

されており、令和６年度（2024年度）末時点で172市町村489地区の地域計画が公告されていま

す。 

市町村は、地域計画の実現に向けて適宜、協議の場を開催し、取組の具体化に向けて計画の

ブラッシュアップを行い、完成度を高めていくことが求められています。 
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図表3-3-2 地域計画の策定手順 

 

（農地バンクを中心とした農地の権利移動） 

令和４年（2022年）の基盤強化促進法の改正では、市町村が作成する「農用地利用集積計

画」による農地の権利移動の手法が廃止され、今後は、農地バンク法に基づき農地バンクが作

成する「農用地利用集積等促進計画」による手法に統合・一体化されました。 

 

図表3-3-3 農地の権利移動  
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図表3-3-1 農地中間管理機構事業の実績の推移（北海道）                                        

                                                               （単位：ha、件） 
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間
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(679) (594) (539) (591) (639) (715) 

売渡 
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(804) (908) (865) (850) (1,157) (843) 

貸付・売渡の合計 
9,311  9,208  7,467  7,232  10,380  7,352 

(1,035) (1,046) (989) (943) (1,226) (1,104) 

資料：北海道農政部調べ 

  注：１）( )は件数。 

  ２）貸付は、借入期間満了等による再設定手続きを含む。 

  ３）農地中間管理機構事業は平成26年（2014年）４月から開始。 

 

(2) 新たな農地施策の推進 

（「地域計画」（人・農地プランの法定化）を中心とした農地施策の見直し） 

国は、高齢化・人口減少が本格化する中で、全国的に農業者の減少や耕作放棄地の拡大が更

に加速化し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されるとして、令和２年（2020

年）12月、「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、施策の見直しに着手し、令和４

年（2022年）５月20日に基盤強化促進法など関連する法律の改正案が成立しました。 

 この改正により、これまでも市町村が策定していた人・農地プランが法定化され、新たに

「地域農業経営基盤強化促進計画」（以下「地域計画」という。）として策定・公告することと

されました。 

地域計画は、将来の地域農業の在り方のほか、目標とする農地利用の将来像を目標地図とし

て明らかにしたものであり、市町村は、農業者や農業委員会等地域の関係者と話合いを実施

し、農業委員会が関係団体と協力して作成する目標地図の素案を基に地域計画を定めることと

されており、令和６年度（2024年度）末時点で172市町村489地区の地域計画が公告されていま

す。 

市町村は、地域計画の実現に向けて適宜、協議の場を開催し、取組の具体化に向けて計画の

ブラッシュアップを行い、完成度を高めていくことが求められています。 
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（知事から市町村長への権限移譲） 

今後とも道内の農地の集積・集約を進めていくには、これまで市町村が培ってきた農地の権

利移動の仕組みを活かしながら新たな農地施策の機能を十分に発揮できるよう、関係者が一体

となって取り組んでいくことが重要です。 

このため道では、農用地利用集積等促進計画の認可・公告に係る知事の権限を市町村長へ移

譲することで、市町村で完結していた農用地利用集積計画と同程度の処理期間で権利設定が可

能となることから、令和５年度（2023年度）から令和６年度（2024年度）にかけて地方自治法

に基づく協議を行い、基盤強化促進法に基づく市町村基本構想を策定している172市町村全て

に権限移譲を行いました。 

 

(3) 担い手への農地の集積・集約化     

（９割を超える担い手への農地の利用集積面積は９割を超えて推移） 

 令和５年度（2023年度）の担い手への農地利用集積率は91.8％で、平成28年度（2016年度）

以降、９割を超えて推移しています。 

 専業的で大規模な農業経営を主体とする本道では、認定農業者等の担い手の育成・確保を進

めており、これらの担い手への農地の集積・集約化が進んでいますが、今後、高齢化や後継者

不足などによりリタイアが想定される認定農業者の農地を、地域計画に位置付けられた担い手

に円滑に集積・集約化していくため、新たな農地施策等で整備される機能を十分に発揮させて

いくことが必要です。 

 

図表3-3-4 担い手への農地利用集積面積の推移（北海道） 

 
資料：農林水産省「耕地及び作付面積調査」、北海道農政部調べ 
注：１）北海道の耕地面積は各年度７月15日現在、担い手への農地利用集積面積は各年度３月末現在。 

２）担い手とは、認定農業者、認定新規就農者及び市町村基本構想の水準到達者並びに集落営農組織等をいう。 
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